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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２. 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４. 第63期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期 

第１四半期 
連結累計期間 

第64期 
第１四半期 
連結累計期間 

第63期 

会計期間 
自平成22年４月１日 
至平成22年６月30日 

自平成23年４月１日 
至平成23年６月30日 

自平成22年４月１日 
至平成23年３月31日 

売上高（百万円）  8,674  9,941  39,652

経常利益（百万円）  52  408  1,094

四半期（当期）純利益（百万円）  3  216  559

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 △98  238  505

純資産額（百万円）  20,057  20,642  20,530

総資産額（百万円）  27,849  28,831  28,349

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円） 
 0.24  17.28  44.57

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  72.0  71.6  72.4

２【事業の内容】
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 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、原材料価格の高騰、不安定な中東情勢、並びに欧州財政危

機により企業業績の悪化が懸念される中、東日本大震災により被害を受けた生産拠点及び物流拠点の復興や、福

島第一原子力発電所の事故による電力供給不足問題等は長期化しており、雇用情勢は改善に至っておらず、ま

た、企業の設備投資や個人消費も低迷が続くなど、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

当社の主要販売先である大手量販店業界におきましては、景気低迷の長期化により、個人消費が伸び悩む中、

「節電」「省エネ」「エコ」をキーワードとする商品については大きく伸長いたしました。 

このような状況の中で、当社グループにおきましては、消費者が求めている商品の発掘と取引先への提案、並

びにオリジナル商品の開発等を強化してまいりました。 

また、当社と連結子会社の大和無線電器株式会社、梶原産業株式会社の３社共催による合同商談会の実施や、

グループ会社間の連携強化による営業基盤の向上を図るなど、積極的な営業政策を進めてまいりました。 

この結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は、99億４千１百万円で前年同期比14.6％の増

収となりました。 

利益面におきましては、オリジナル商品の販売強化等により一定の利益確保を図る一方、経費削減の徹底等に

より、経常利益は４億８百万円（前年同期は５千２百万円の利益）となり、四半期純利益も２億１千６百万円

（前年同期は３百万円の利益）で前年同期に比べ、それぞれ大幅な増益となりました。 

  

セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

電気商品卸販売事業におきましては、夏物商品や「節電」をキーワードとする商品が好調に推移したこともあ

り、売上高は76億６千９百万円で前年同期比22.6％の増収となりました。 

また、利益管理と経費管理の徹底等により、セグメント損益は２億３百万円のセグメント利益（前年同期は１

億９百万円のセグメント損失）となりました。  

家庭用品卸販売事業におきましては、取引先の見直しを図ったこと等もあり、売上高は19億５千７百万円で前

年同期比8.1％の減収となり、セグメント損益は２千５百万円のセグメント損失（前年同期は１千６百万円のセグ

メント損失）となりました。  

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（3）研究開発活動 

該当事項はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  23,667,000

計  23,667,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年８月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  13,330,042  13,330,042
㈱大阪証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

1,000株 

計  13,330,042  13,330,042 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年４月１日～

平成23年６月30日 
 －  13,330,042  －  2,644  －  2,560

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

（注）平成23年６月30日現在の自己名義所有株式数は、782,000株であります。 

該当事項はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     779,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   12,465,000  12,465 － 

単元未満株式 普通株式      86,042 － － 

発行済株式総数  13,330,042 － － 

総株主の議決権 －  12,465 － 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社電響社 

大阪市浪速区日本

橋東２丁目１番３

号 

 779,000  －  779,000  5.84

計 －  779,000  －  779,000  5.84

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,685 4,915

受取手形及び売掛金 7,666 7,652

たな卸資産 1,985 2,424

その他 853 737

貸倒引当金 △19 △18

流動資産合計 15,171 15,710

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 502 496

土地 2,002 2,002

その他（純額） 40 53

有形固定資産合計 2,545 2,552

無形固定資産   

のれん 269 264

その他 58 73

無形固定資産合計 327 338

投資その他の資産   

投資有価証券 2,919 2,953

賃貸固定資産（純額） 3,838 3,826

長期預金 3,048 2,941

その他 499 512

貸倒引当金 △1 △3

投資その他の資産合計 10,304 10,230

固定資産合計 13,178 13,120

資産合計 28,349 28,831
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,661 3,698

短期借入金 1,550 2,050

1年内返済予定の長期借入金 237 237

未払法人税等 274 168

引当金 152 225

その他 393 313

流動負債合計 6,269 6,693

固定負債   

長期借入金 492 433

退職給付引当金 353 360

役員退職慰労引当金 140 －

負ののれん 132 121

その他 430 580

固定負債合計 1,549 1,495

負債合計 7,819 8,189

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,644 2,644

資本剰余金 2,560 2,560

利益剰余金 15,580 15,672

自己株式 △428 △430

株主資本合計 20,357 20,447

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 173 194

その他の包括利益累計額合計 173 194

純資産合計 20,530 20,642

負債純資産合計 28,349 28,831
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 8,674 9,941

売上原価 7,358 8,290

売上総利益 1,316 1,650

販売費及び一般管理費 1,424 1,448

営業利益又は営業損失（△） △108 202

営業外収益   

受取利息 7 5

受取配当金 25 25

仕入割引 148 174

投資不動産賃貸料 72 77

その他 30 27

営業外収益合計 283 311

営業外費用   

支払利息 5 4

売上割引 43 58

不動産賃貸原価 26 26

為替差損 46 15

その他 0 －

営業外費用合計 121 104

経常利益 52 408

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1 －

特別利益合計 1 －

特別損失   

投資有価証券評価損 － 9

固定資産除却損 － 2

特別損失合計 － 12

税金等調整前四半期純利益 54 396

法人税等 51 179

少数株主損益調整前四半期純利益 3 216

四半期純利益 3 216
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 3 216

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △101 21

その他の包括利益合計 △101 21

四半期包括利益 △98 238

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △98 238

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

税金費用  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。  

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

（役員退職慰労引当金の廃止） 

 従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、平成23年

６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止いたしました。また、制度廃止時まで

の在任期間を対象とした退職慰労金については、同株主総会で打ち切り支給を決議し、取締役及び監査役のそれ

ぞれの退任時に支給することといたしました。 

 これにより、第１四半期連結累計期間において、「役員退職慰労引当金」を取崩し、打ち切り支給額の未払分

については、固定負債の「その他」に含めて表示しております。  
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 受取手形裏書譲渡高 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュー・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る

四半期連結キャッシュー・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費

（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負ののれんの償却額は、次のとおりで

あります。 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

配当金支払額 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

配当金支払額 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成23年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成23年６月30日） 

  受取手形裏書譲渡高 百万円 49 百万円 38

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

  減価償却費 百万円  30 百万円  28

  のれんの償却額   4   4

  負ののれんの償却額   △11   △11

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  125  10 平成22年３月31日平成22年６月28日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  125  10 平成23年３月31日平成23年６月30日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電子部品販売事業、電気関

連システム化事業、不動産管理事業を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失の調整額３百万円には、セグメント間取引消去３百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△０百万円等が含まれております。全社費用は各報告セグメントに帰属しない

一般管理費等であります。 

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

   

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電子部品販売事業、電気関

連システム化事業、不動産管理事業を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失の調整額２百万円は、セグメント間取引消去であります。 

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 
その他 

(注）１ 
合計 

調整額 

(注）２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注）３ 

電気商品卸

販売事業 

家庭用品卸

販売事業 
計 

売上高                                      

外部顧客への売上高  6,257 2,129 8,387 287  8,674  － 8,674

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 14 3 17 3  20  (20) －

計  6,271 2,132 8,404 291  8,695  (20) 8,674

セグメント利益又は損失

（△） 
 △109 △16 △126 14  △111  3 △108

  

報告セグメント 
その他 

(注）１ 
合計 

調整額 

(注）２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注）３ 

電気商品卸

販売事業 

家庭用品卸

販売事業 
計 

売上高                                      

外部顧客への売上高  7,669 1,957 9,627 314  9,941  － 9,941

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 23 22 45 5  51  (51) －

計  7,693 1,979 9,672 319  9,992  (51) 9,941

セグメント利益又は損失

（△） 
 203 △25 177 21  199  2 202
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当第１四半期連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

該当事項はありません。 

  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 0 24 円 銭 17 28

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  3  216

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  3  216

普通株式の期中平均株式数（千株）  12,564  12,549

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

- 14 -



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年８月８日

株式会社電響社 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 柏木  忠  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 荒井  巌  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電響社

の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電響社及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

 （注）１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 




